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岡山市御津保健福祉ステーション管理業務仕様書 

 

 岡山市御津保健福祉ステーション（以下「施設」という。）の指定管理者が行う管理に関す

る業務（以下「管理業務」という。）の内容及びその範囲等は、関係法令等によるほか、この

仕様書による。 

 

１ 法令等の遵守 

 施設の管理に当たっては、協定書及び本仕様書によるほか、次に掲げるものその他施設の

管理、運営上必要な法令等に基づかなければならない。 

 なお、指定期間中に法令等に改正があったときは、改正された後の規定によるものとする。 

 (1) 地方自治法（昭和22年法律第67号）及び地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）  

 (2) 岡山市御津保健福祉ステーション条例（平成22年市条例第47号。以下「条例」とい

う。）及び同条例施行規則（平成22年市規則第161号。以下「規則」という。） 

 (3) 岡山市公の施設の管理等に関する規則（平成19年市規則第314号） 

 (4) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）、行政手続における特定の個人

を識別するための番号の利用等に関する法律（平成25年法律第27号）、個人情報の保護

に関する法律施行令（平成15年政令第507号）、個人情報の保護に関する法律施行規則

（平成28年個人情報保護委員会規則第3号）及び岡山市個人情報保護法施行条例（令和5

年市条例第2号） 

 (5) 岡山市情報公開条例（平成12年市条例第33号）及び同条例施行規則（平成12年市規則

第145号） 

 (6) 岡山市外部監査契約に基づく監査に関する条例（平成11年市条例第1号） 

 (7) 岡山市会計規則（昭和39年市規則第6号） 

 (8) 労働基準法（昭和 22 年法律第 49号）、最低賃金法（昭和 34 年法律第 137 号)及びその

他労働関係法令 

(9)その他関係法令及び関係条例等 

 

２ 業務の範囲に関する事項 

 (1) 指定管理者が行う業務（管理業務） 

① 高齢者の健康相談、保健指導及び機能訓練に関する業務 

指定管理者は施設の設置目的を充実・発展させるよう努めるものとし、積極的な事

業展開を図り、通所介護事業等を実施するとともに、施設の利用料金の徴収等を行う

こと。 

また、高齢者福祉充実のため、地域の実態に即し、施設の有効利用や利用促進に努

めること。なお、事業所の名称は、岡山市との協議により決定することとする。 

② 保健、福祉及び医療の連携に関する業務 

指定管理者は、地域の高齢者等の実態を踏まえ、保健・福祉・医療機関との連携を

強化し、保健・医療・福祉・介護サービスの総合相談・情報提供窓口として、利用者

等からの相談に対応すること。 

③ その他保健及び福祉の増進のために必要な事業に関する業務 
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地域に開かれた施設として、施設を紹介するウェブサイトの開設、広報誌の発行等

の施設広報やアンケート等による公聴を積極的に行うこと。 

④ 施設及び設備の管理運営に関する業務 

ア 管理運営に関する業務 

・施設の開錠、施錠管理 

・施設使用者への対応（急病等の緊急対応を含む。） 

・電話等の通信手段の用意 

・電話応対、問合せ、要望、苦情、トラブル等の対応 

・防犯、防災及び防火の対応、安全の確保 

・施設（駐車場を含む）の巡回、点検及び異常・緊急時の対応 

・使用者の安全管理及び秩序維持全般 

・各種報告、調査 

各業務の事業計画書、実施報告書は、岡山市長から依頼があった場合、速やか

に提出すること。 

・事故等への対応（第三者賠償保険） 

・事故等に関する岡山市長への報告 

イ 維持管理に関する業務 

維持管理の実施においては、併設の医療機関と連携し以下のとおり行うこと。費

用の支払等の具体的な手順については、併設の医療機関と協議すること。 

・施設等（専用部分）の維持管理及び修繕 

・光熱水費等管理経費の支払いに関する業務 

  使用量に応じて支払うこと。 

・施設設備の日常管理・保守点検 

（別紙１「機械設備等管理業務仕様書」参照） 

・施設の清掃等管理業務 

（別紙２「清掃管理業務仕様書」参照） 

・施設の警備業務（休館日・夜間） 

機械警備もしくは人員を配置して、休館日及び夜間の警備を行うこと。 

ウ 感染症対策・対応に関する業務 

エ その他施設の管理運営上必要な業務 

⑤ 苦情、要望、トラブル等の対応に関する業務 

苦情、要望を受けた場合は、速やかにその内容を検討し、公正かつ迅速な対応を行

うこと。 

受けた苦情、要望については、その内容、経過を正確に記録しておくこと。 

指定管理者が対応すべき範囲を超える内容の場合などは、内容、経過の記録ととも

に、岡山市の指示、判断に従うこと。 

処理の結果については遅滞なく岡山市に届けること。 

 (2) 自主事業 

指定管理者は、施設の設置目的の達成に寄与し、ひいては市民の満足度を上げるため、

上記(1)の管理業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と費用により自主事業を
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実施することができるものとする。 

自主事業の実施にあたっては、あらかじめその計画について、岡山市長の承認を受け

るとともに、施設使用手続き及び使用料の納付をしなければならない。ただし、使用料

の減免を申請する場合は、あらかじめ岡山市長に申請書を提出し、承認を受けなければ

ならない。 

① 施設の設置目的や、御津地域の特性等を考慮し、持続可能な企画提案を求めるものと

する。 

② 市が設置する通所介護事業所等において、市域での均衡に配慮して実施する事業等に

ついて、公の施設であることを認識し、積極的な実施に努めること。 

 (3) 岡山市が行う業務（指定管理者に行わせない業務） 

① 施設の目的外使用許可 

施設の目的外使用許可は、岡山市が行う。 

また、施設１階の事務室及び相談室は岡山市が指定する者が使用するものとし、使

用に係る経費はその者が負担する。 

②建物総合損害共済への加入 

 
３ 管理の基準に関する事項 

 (1) 開館時間及び休館日 

  ① 開館時間 

    午前８時３０分～午後５時３０分 

② 休館日 

ア 日曜日 

イ 国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定する休日 

ウ １月２日、１月３日及び１２月３１日 

  ※ ただし、規則第４条並びに第５条に基づき、岡山市長が特に必要があると認めると

きは、開館時間及び休館日を変更することができる。 

 (2) 人員配置の基準 

  ① 安全かつ支障なく管理業務を執行できる人員配置とすること。 

  ② 管理業務に関する責任者を定め、あらかじめ岡山市に届け出ること。 

  ③ 法令等で必要とされる資格者（電気主任技術者、建築物環境衛生管理技術者、防火管

理者等）の配置及び届出については、指定管理者の責任で行うこと。 

④ 通所介護の実施に必要な人員を配置すること。 

 (3) 利用許可の基準 

  ① 公の施設であることに鑑み、公平な管理運営を行うとともに、利用者へのサービス向

上に努めること。 

  ② 使用の許可にあたっては、条例及び規則に基づき、適正に行うこと。 

(4) 事業の実施に関する詳細事項 

ア 指定管理者は、条例及び規則並びに協定書に定めるところに従い、平等利用の確保

をもって適正に管理業務を執行し、かつ効率的な運用を図るとともに、その実施主体

として責任を負うこと。 
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イ 公の施設の管理者としてふさわしい服装で業務を行うこと。 

ウ 公の施設であることを認識し、公平な管理を行うとともに、市民サービスの向上に

努めること。 

エ 市民ニーズの把握に努め、管理運営すること。 

オ 岡山市の保健福祉事業への協力に努めること。 

カ 本施設を利用した効果的な自主事業により、市民満足度の向上に努めること。 

キ 効率的かつ効果的な管理運営を行い、経費縮減に努めること。 

 (5) 清掃、警備等に関する詳細事項 

① 清掃業務 

清掃については、施設を清潔に保ち、利用者が気持ち良く利用できるように、次の

とおり行うこと。 

・センターの清掃（別紙２「清掃等管理業務仕様書」参照） 

② 警備業務 

警備については、閉館後、全館の施錠を確認してから退館し、非常事態には直ちに

対応すること。 

(6) 感染症対策・対応に関する業務 

 職員・利用者には基本的な感染対策を講じるとともに、職員・利用者の健康管理を行

うこと。 

 (7) 安全管理に関する事項 

    管理業務の実施にあたり、利用者の安全を第一とすること。 

ア 全施設 

・全施設の監視及び巡視 

・防犯、防災及び防火の対応、安全の確保 

利用者の金品の盗難、紛争等の事件に対応すること。 

火災、地震及び風水害等の災害発生時において、利用者の避難誘導等安全確保の

ための対応を的確に行うため、必要な資機材等を用意し、さらに対応マニュアルを

整備し、施設職員に周知するなど、緊急時の対応について十分な対策を講じること。 

・施設の巡回、点検及び異常・緊急時の対応 

・利用者の安全管理及び秩序維持全般 

・賠償責任保険への加入 

指定管理者は、損害賠償保険に加入するものとする。また万一事故等が発生した

場合は責任を持って対応すること。 

・事故等に関する岡山市長への報告 

発生した傷病者又は事故灯の内容、経過等について、速やかに岡山市へ連絡する

こと。 

・施設職員へのＡＥＤ等の適切な使用方法の習得 

・救急法、応急措置法及び医療機関、家族等への連絡等の対処についてマニュアルを

整備し、施設職員に周知するなど、急病等への対応について十分な対策を講じるこ

と。 

・傷病者、事故等への対応 
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傷病者又は事故等の発生時には、直ちに救護を行うこと。 

利用者の急な病気、けが等に対応するため、必要な薬品等を用意すること。 

イ 風呂の監視及び巡視 

利用者の安全確保に向けた風呂の監視巡回業務、安全管理及び秩序維持全般を行う

こと。 

ウ 風呂利用者の監視及び救護 

風呂利用者の安全確保を第一に考え、事故等がないよう細心の注意を払い、使用方

法等をわかりやすく指導及び助言すること。 

(7) 利用者の安全確保に関する事項 

開館中に暴風警報等が発令された場合や利用者に危険が及ぶ可能性のある事故が発生

したときは、速やかに利用者に利用中止や安全確保の呼びかけ等を行い、誘導するなど

利用者への被害等を未然に防ぐこと。 

(8) 守秘義務に関する事項 

   指定管理者及びその従業員は、管理業務の実施によって知り得た秘密及び岡山市の行

政事務等で一般に公開されていない事項を、第三者に漏らしたり、他の目的に使用した

りしてはならない。指定期間が終了し、又は指定を取り消された後においても同様とす

る。 

 (9) 個人情報の取扱いに関する事項 

  ① 指定管理者は、管理業務の実施にあたり、個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保

護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）及び行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成 25 年法律第 27 号）に従い、その取扱いに

は十分留意し、漏洩、滅失及び毀損等の事故の防止に努め、また、個人情報の適正な管

理のために必要な措置を講じなければならない。 

  ② 指定管理者及びその従業員は、業務上知り得た個人情報を第三者に漏らしたり、自己

の利益のために使用したりしてはならない。指定期間が終了し、又は指定を取り消さ

れた後においても同様とする。 

    ③ 指定管理者は、保有個人情報を適正に管理するため、個人情報管理責任者を置くこ     

ととする。また、岡山市が個人情報の取扱いに関する実地調査を行う際には個人情報

管理責任者が立会うこととする。 

④ 指定管理者は、施設の管理運営に関する協定書の締結に併せ、「個人情報の取扱いに

関する覚書」を岡山市と締結するものとする。 

 (10) 情報公開に関する事項 

指定管理業務を行うにあたり、作成又は取得した文書等で、指定管理者が管理してい

るものの公開は、岡山市情報公開条例の趣旨を踏まえ、適正な情報公開に努めてくださ

い。 

なお、指定管理者から市に提出された文書については、公開する場合があります。 

 (11) 文書管理に関する事項 

作成又は取得した文書等は、岡山市文書取扱規程に準じて適正に管理及び保存するこ 

と。 

(12) 保険に関する事項  
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① 指定管理者は、指定管理業務及び自主事業の実施において想定される損害賠償請求

に対応できるよう任意の賠償責任保険に加入し、速やかに岡山市に保険証券の写し等

を提出するなどし、その概要を報告すること。 

   基本的には、岡山市の責任に帰すべき理由による事故により第三者に与えた損害又

は火災等による施設の損傷については岡山市が賠償責任を負うが、指定管理者の管理

に起因する事故により第三者に与えた損害や施設の損傷については、岡山市から指定

管理者に求償することが出来ること等も踏まえ、想定される全ての損害賠償請求に対

応できるようにすること。 

② 岡山市が加入している保険は次のとおり。 

ア 次表の建物・工作物・動産については、公益社団法人 全国市有物件災害共済会の「建

物総合損害共済」（火災・落雷・爆発・衝突・破壊行為・風水災・雪災・土砂崩れ等が

対象）に加入している。 

 

対象区分 対象 

建物 保健福祉施設 

 
イ 岡山市が所有、使用、管理する施設の瑕疵、岡山市の行う業務遂行上の過失等に起因す

る第三者の身体または生命を害し、または財物を滅失、き損もしくは汚損し、岡山市が法

律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害について、損害保険ジャパン（株）

を幹事保険会社とする共同引受である全国市長会の「市民総合賠償補償保険」に加入し

ている。 
 

（令和８年４月１日現在：補償保険及び賠償責任保険（Ｂ型）に加入。） 

補償保険 

死亡・後遺障害保険金 
死亡：５００万円以下 

後遺障害：２０万～５００万円 

入院補償保険金 日数に応じ１万～１５万円 

通院補償保険金 日数に応じ５千円～６万円 

賠償責任保険 

（Ｂ型） 

支払限度額 

身体賠償 
１名につき ３、０００万円  

１事故につき ３億円  

財物賠償 １事故につき １、０００万円  

  

(13) 帳簿等の備置に関する事項 

   指定管理者は、管理運営上必要な帳簿等を配備し、適切に保管すること。 

 (14) その他管理業務に際し必要な事項 

   その他管理業務に際して必要な事項については、岡山市との協議により決定すること

とする。 

 

４ 物品の貸与及び管理に関する事項 
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 (1) 岡山市が貸与する物品 

  ① 指定管理者は、別紙３「物品台帳」に示す、岡山市が貸与する物品（施設附属設備及

び備品等）（以下「備品（Ⅰ種）という。」）について、岡山市会計規則に基づき適正に

管理し、適切な保守及び保管を行うこと。 

② 備品（Ⅰ種）が、経年劣化等により管理業務の用に供することができなくなった場合

であって、岡山市が必要と認める場合には、岡山市が新たに当該物品を購入又は調達

し、指定管理者に提供するものとする。 

 (2) 指定管理者が準備すべき物品 

① 指定管理者は、（1）の岡山市が貸与する物品を除き、管理業務に必要となる物品を、自己

の費用により購入又は調達し、管理業務の用に供しなければならない。 
② 指定管理者の準備すべき物品が、経年劣化等により管理業務実施の用に供することがで

きなくなった場合には、新たに当該備品を購入し、又は調達しなければならない。 
 (3) 指定期間終了時の物品の取扱い 

① 備品（Ⅰ種）については、指定管理者は、岡山市又は岡山市が指定する者に対して引き継

がなければならない。 

② (2) 指定管理者が準備すべき物品については、指定管理者は、岡山市との協議により決

定することとする。 

 

５ 施設の経理に関する事項 

 (1) 経理の区分 

   指定管理者は、施設の管理業務の実施にあたり新たに会計を設け、施設に関連するす

べての収入及び支出をこの会計に計上することとする。ただし、施設の管理業務と自主

事業とは経理を区分すること。 

 (2) 管理経費の負担 

   管理に要する経費は、原則として指定管理者の負担とする。 

ただし、修繕費については、別表１「リスク分担表」によるものとする。 

 (3) 指定管理料 

   指定管理者が負担すべきもの（自主事業に係る経費等）を除き、指定期間に係る施設

の管理に必要な経費（指定管理料）は、指定管理者から提出された事業計画書の額に基

づき、協定書で定めた額とする。また、指定管理料の支払方法については、協定書で定

めた各年度の額を上限として、指定管理者からの請求に基づき一括で支払うものとする。 

なお、各年度中の賃金水準又は物価水準の著しい変動により、協定書で定めた各年度の

指定管理料が不適当と認められるときは、指定管理料の変更に関する協議を申し出るこ

とができるものとする。 

 (4) 利用料金の収受 

   施設の利用料金については、条例に定める額の範囲内において、指定管理者があらか

じめ岡山市長の承認を得て定めるものとする。また、条例第９条の規定に基づき、利用

料金は、指定管理者の収入とする。 

 

６ 施設の修繕に関する事項 
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 (1) 指定管理者の負担で行うべき事項 

   施設の維持管理上生じる修繕の費用について、軽微なもの（１件が３０万円未満（消

費税及び地方消費税を含む））については、指定管理者の負担とする。 

 (2) 岡山市の負担で行うべき事項 

   施設の維持管理上生じる修繕の費用について、重大なもの（１件が３０万円以上（消

費税及び地方消費税を含む））については、岡山市の負担とする。 

 (3) 指定管理者が行った修繕は、その箇所、修繕前の状態、修繕内容、費用等について報

告書を作成し、定期的に岡山市に提出すること。 

(4) 指定管理者の負担で行った修繕箇所については、指定期間終了時に、当該所有の権利

を放棄すること。 

 

７ 引継ぎに関する事項 

 (1) 指定管理者は、指定期間の終了又は指定の取消しに際し、岡山市が指定する者に対し、

管理業務の引継ぎ等を行わなければならない。 

(2) 指定管理者は、指定期間の終了後であっても、岡山市が指定する者に管理業務の引継

ぎが終了するまでの間は、管理業務を継続しなければならない。 

 

８ 地位の譲渡及び再委託の禁止等に関する事項 

 (1) 指定管理者は、その地位によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継さ

せてはならない。 

(2) 指定管理者は、管理業務を一括して、又は主たる部分を第三者に委託し、又は請け負

わせてはならない。 

(3) 指定管理者は、事前に書面による市長の承認を得た場合は、管理業務の一部を第三者

に委託し、又は請け負わせることができる。 

(4) 指定管理者が管理業務の一部を専門業者に委託し、又は請負わせる場合は、委託又は

請負業務に関して生じる指定管理者の義務について、指定管理者の責任において受託者

にも課すものとする。 

 

９ 日常報告に関する事項 

 指定管理者は、日常報告として岡山市が指定する期日までに、次に掲げる書類を岡山市に

提出しなければならない。 
 (1) 管理日報 

  ア 管理業務の実施状況（苦情処理の内容、使用不許可の内容等を含む。） 

  イ 施設の利用状況（自主事業を含む。） 

 (2) 管理月報 

  ア 利用料金の収入実績（還付及び減免の状況を含む。） 

  イ 管理に関する経費の収支状況 

  ウ 管理に関する人員体制（変更があったときに限る。） 

  エ 施設の利用者からの意見（アンケート等）とその対応策 
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１０ 定期報告に関する事項 

 指定管理者は、年度ごとの報告として、岡山市が指定する期日までに、次に掲げる書類を

岡山市に提出しなければならない。また、次に掲げる書類のほか、岡山市が管理の実態を把

握するために必要な書類の提出を求めた場合は、岡山市が指定する期日までに、その書類を

提出しなければならない。 
 (1) 国税、県税及び市税の納税証明書(発行日から１月以内のもの) 

   県税及び市税については、岡山県及び岡山市の納税証明とする。ただし、協定の相手

方となる本社、支社又は営業所等の所在地が岡山県以外又は岡山市以外であるときは、

当該所在地の県税及び市税の納税証明書も添付すること。 

 (2) 当該年度の団体の経営状況を証明する次に掲げる書類 

  ア 収支又は損益計算書 

  イ 貸借対照表 

  ウ 財産目録 

(3) 社会保険料納入証明書 

(4) 次年度に係る事業計画書 

 (5) 次年度に係る自主事業計画書 

 (6) 当該年度の事業報告書 

  ア 岡山市御津保健福祉ステーションの管理業務の実施状況及び使用状況 

  イ 岡山市御津保健福祉ステーションの利用料金の収入の実績 

  ウ 岡山市御津保健福祉ステーションの管理に係る経費の収支状況 

  エ 自主事業に係る収支状況（自主事業を実施する場合） 

  オ 利用料金の還付及び減免の状況 

  カ 施設の劣化状況（建築基準法第 12 条の点検結果を含む） 

    キ 情報公開の状況 

  ク 利用者アンケート結果及び利用者からの苦情、意見等 

 (7) 管理運営業務チェックシートによるセルフモニタリング・自己評価結果 

 (8) モニタリング評価シートによる結果 

 

１１ 随時報告に関する事項 

 指定管理者は、９及び１０に定める報告のほか、次の各号のいずれかに該当する事由が生

じたときは、直ちに岡山市に報告しなければならない。 
 (1) 施設において、事故が生じたとき。 

 (2) 施設又は物品が滅失又はき損したとき。 

 (3) 施設の管理に関し、訴訟が提起され、又は提起されるおそれがあるとき。 

 (4) 施設の管理を継続できないおそれのある事由が生じたとき。 

 (5) 指定管理者の経営状況に重大な影響を及ぼす事由が生じたとき（金融機関との取引停

止、滞納処分、強制執行、担保権の実行としての競売、破産等の手続が開始されるなど）

又は生じるおそれのあるとき。 

 (6) 指定管理者の定款若しくは寄附行為又は登記事項に変更があったとき。 

 (7) 提出のあった事業計画書その他の書類の重要な部分に変更があったとき。 
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 (8) 指定管理者の役員又は従業員に社会的信用を失墜させる行為があったとき。 

 (9) 施設に劣化が生じていることを発見したとき。 

 (10) 現金の保管等財務に関する事項や情報管理に関する事項など内部統制におけるリス

クが発生したとき又は発生するおそれがあるとき。 

 (11) その他岡山市が必要と認めたとき。 

 

１２  利用者アンケートに関する事項 

 指定管理者は、次に掲げる要領により、利用者アンケートを実施しなければならない。 
 (1) 指定管理者は、管理物件に利用者からのアンケートを収集する箱を設置する等の方法

により、利用者の意見を聴かなければならない。 

 (2) 指定管理者は、アンケート内容を分析し、業務の改善に反映させなければならない。 

 (3) 指定管理者は、アンケート結果を岡山市へ報告しなければならない。 

 (4) 指定管理者は、アンケートで寄せられた苦情、要望に対し回答できるものについては

回答し、管理月報により、その経過を岡山市へ報告しなければならない。 

(5) 岡山市は、前項の指定管理者からの報告を分析し、必要に応じて管理業務の改善を指

示するものとする。 

 

１３ 指示に関する事項 

 (1) 岡山市は、施設の改善に関し特に必要があるときは、次に掲げる事項を記載した指示

書により指定管理者に通知するものとする。 

  ア 施設名及び所在地 

  イ 改善すべき事項及びその理由 

  ウ 改善期限 

  エ 改善が完了した場合は、改善報告書を提出すべきこと及びその提出期限 

  オ 改善期限までに改善が完了する見込みのない場合は、改善計画書を提出すべきこと及

びその提出期限 

  カ 指示に従わない場合は、指定の取消し等の事由となる場合があること。 

 (2) 指定管理者は、岡山市からの指示があった場合には、その指示内容に従い、改善報告

書又は改善計画書を提出し、その内容について岡山市の確認を受けなければならない。 
 

１４ 実地検査に関する事項 

 岡山市は、必要に応じて管理物件、管理業務に係る各種帳簿等及び管理業務の実施状況に

関して実地に調査及び検査を行うことができる。 
 

１５ その他 

 この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の管理業務の内容及び処理について定めの

ない事項又は疑義が生じたときは、岡山市と協議し、決定するものとする。 
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別表１ リスク分担表 

別紙１ 機械設備等管理業務仕様書 

別紙２ 清掃管理業務仕様書 

別紙３ 物品台帳 



別表１ リスク分担表 

 

種 類 原 因 ・ 内 容 
負 担 者 

岡山市 指定管理者 

社会情勢等の

変動による経

済的損失 

法令の変更などによるもの  ○ 

需要見込みの変化や競合施設によるもの  ○ 

税制の変更に係るもの  ○ 

賃金水準・物価水準の著しい上昇によるもの 協 議 ※２ 

第三者に生じ

た損害の賠償

責任 

管理業務の範囲内で指定管理者の故意又は過失による

もの 
 ○ 

管理業務の範囲内で岡山市の故意又は過失によるもの ○  

管理業務の範囲内で管理物件の瑕疵により生じたもの  ○ 

管理業務の範囲外で管理物件の瑕疵により生じたもの ○  

指定管理者の自主事業によるもの  ○ 

上記以外の原因によるもの 協 議 ※２ 

管理物件の損

傷に対する修

繕責任 

指定管理者の管理業務により生じたもの  ○ 

老朽化により生じた軽微なもの ※１  ○ 

老朽化により生じた重大なもの ※１ ○  

不可抗力により生じた軽微なもの ※１  ○ 

不可抗力により生じた重大なもの ※１ ○  

指定管理者の自主事業によるもの  ○ 

上記以外の原因によるもの 協 議 ※２ 

災害等による

損害 

指定管理者の従業員及び所有物件に生じたもの  ○ 

岡山市が、災害対策のために管理物件を使用したこと

によるもの 
協 議 ※２ 

業務内容変更

にかかる費用 

行政上の理由による業務内容の変更に伴う経費の増加 ○  

指定管理者の提案に基づく指定期間中途の業務内容の

変更に伴う経費の増加 
 ○ 

指定期間終了

にかかる費用 

指定期間終了時の現状復帰に係る経費 
 ○ 

引継ぎに係る

費用 

事務引継ぎに係る経費 
 ○ 

その他 協 議 ※２ 

※１ 軽微な修繕（１件につき３０万円未満（消費税及び地方消費税を含む。））については指定

管理者の負担とし、重大な修繕（1件につき３０万円以上（消費税及び地方消費税を含む。））

については岡山市の負担とする。  

※２ 協議に際しては、口頭で行った上で打合せ簿を作成することとする。 

 



別紙１ 

機械設備等管理業務仕様書 

 

１ 経費負担 

岡山市御津保健福祉ステーションの機械設備等の管理は、併設の医療機関が実施し、配賦

基準に基づいて経費を負担するものとする。 

 

２ 管理対象設備等 

  管理対象設備の種類、区分等は次表のとおりとする。 

種類 区分 点検回数 配賦基準 

 建築基準法第１２条に規定す
る点検 

定期検査 
1 

 
1 

回／3 年 
又は 
回／年 

面積 

 設備保守点検     

  昇降機設備 定期・自主検査 12 回／年 台数 

  自家用電気工作物 定期・自主検査 12 回／年 電気使用量 

  
第２種圧力容器 
（医療ガス 空気） 

自主検査 1 回／年 病院のみ 

  
簡易専用水道 
（受水槽設備） 

定期検査 1 回／年 水道使用量 

  消防設備 定期検査 2 回／年 面積 

  
高圧ガス製造設備 
（ＬＰＧバルク） 

自主検査 1 回／年 ガス使用量 

  医療ガス設備 定期検査 4 回／年 病院のみ 

  電話設備 自主点検 2 回／年 工事費 

  放送呼出装置 自主点検 2 回／年 工事費 

  ナースコール設備 自主点検 2 回／年 工事費 

  インターホン設備 自主点検 2 回／年 台数 

  
空気調和設備 
（冷暖房・換気） 

機能点検 2 回／年 工事費 

  自動ドア設備 自主点検 4 回／年 台数 

 設備監視及び日常巡視点検       設備保守点検負担金額 

 夜間休日緊急対応       設備保守点検負担金額 



 

 

 

３ 消防用設備等 

消防用設備等の点検は次のとおりとし、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１７条

の３の３及び消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）第３１条の６の規定による点

検の方法に従って、定期点検を年２回行い、また、万一故障した場合の復旧処置を的確か

つ迅速に行なうこと。 

(1) 点検、測定にあたっては、消防庁告示第９号に基づく点検基準に準ずること。 
(2) 点検報告書は、消防庁告示第９号に基づく点検票に記入し２部作成すること。 

(3) 点検、測定に必要な器具、工具、雑材料等はすべて指定管理者において準備すること。 

(4) 点検により、維持管理の法令に基づく基準に不適合なものを発見した場合は、速やかに市

に報告し、修理等を行うこと。 

(5) 点検実施月と点検内容 

 ア ４月～９月までのうち１回  作動点検、外観点検及び機能点検 

 イ １０月～翌年３月までのうち１回  総合点検 

(6) 点検の主任技術者及び現場責任者届は、消防設備士又は消防設備点検資格者とする   

こと。 

 

４ その他 

施設・設備の維持管理に関して、指定管理者は、利用者が安全かつ快適に利用できるよ

う、日常的な施設・設備の状態を確認するとともに、必要な清掃・修繕を行い、施設・設備

の耐用年数を延ばすことに繋がるよう鋭意努力をはらうこと。  

  



 

 

別紙２ 

清掃管理業務仕様書 

１ 区分 

(1) 日常清掃  岡山市御津保健福祉ステーション（以下「施設」という。）開館日の

開館前、開館中及び閉館後に実施する清掃 

(2) 定期清掃     年１回以上のワックス塗布 

(3) 窓ガラス清掃  

２ 範囲又は清掃面積 

施設内（１階床面94.54㎡ ２階床面432.26㎡） 

  ロビー      30.04㎡  スタッフ控室   54.93㎡ 

 風除室      14.25㎡    静養室          16.48㎡ 

 事務室      44.77㎡   便所           36.06㎡ 

 相談室       5.48㎡    浴室           66.12㎡ 

 配膳室             18.90㎡   廊下他        143.10㎡ 

 食堂兼機能訓練室    96.67㎡  合 計        526.80㎡ 

３ 作業の概要 

(1) 日常的な利用者の施設内での利用状況を把握し、汚損しやすい箇所を絞り、効率的・計画

的に作業を実施することで常に保全された状態を保つようにする。 

(2) 日常的な施設内清掃作業の実施により、細部まで目を行き届かせ、施設の破損箇所又は異

状箇所等の把握に努め、該当箇所があるときは速やかに対処し、報告すること。 

４ 作業の細目 

(1) 日常清掃については、指定管理者において具体的な業務内容等を記した業務運営計画書を

作成し、基本的には施設職員で行うこと。特に、ロビー、トイレ等の利用機会の多い箇所に

ついては、定期的に巡回清掃を実施するなど良好な美観を保つよう努めること。 

(2) 定期清掃については、指定管理者において具体的な業務内容等を記した業務運営計画書を

作成し、計画的に実施すること。 

(3) 窓ガラス清掃については、年１回以上すべての窓ガラスについて実施すること。 

(4) 本仕様に記載のない事項であっても、指定管理者が美観又は施設管理上必要と認めるも

の、又は市が指示するものについても誠意をもって実施し、現場の実情に応じて美観及び清

潔の保持に努め、常に良好な施設環境を保てるよう努めること。 

(5) 本業務に使用する材料及び器具等は、すべて良質良好なものを使用すること。 

(6) ごみの搬出については、事業系一般廃棄物として適切に処理すること。 

(7) 本業務の実施において、建物・工作物・設備等に損害を与えた場合は、直ちに市に報告す

ること。 

(8) 本業務の実施に必要な器具、消耗品類の材料、その他付帯する諸経費は、指定管理者の負

担とする。 




